
千文 千文

https://www.call4.jp/file/pdf/202402/433a4b26c6e798e5fbbf50bb51152c7d.pdf
https://www.call4.jp/file/pdf/202402/7fd5a0685cb079ca2fcbea7a4786bd12.pdf
https://www.call4.jp/file/pdf/202402/d2f99b71d1b95c879a316c5dca153bd3.pdf
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甲５ メール 写し 2023.12.1 後藤産婦人科医

院 

 

甲６ メール 写し 2023.12.1 医療法人愛育会 

愛育病院 

同上。 

甲７ 陳述書 原本 2024.2.6 原告  原告 が不妊手術を

希望する理由など。 

甲８ メール 写し 2023.12.8 大阪公立大学大

学院医学部附属

病院 

原告 が不妊手術を

希望し、医療機関にその希望

を伝えたところ、医療機関か

らは手術を拒否されたこと。 

甲９ メール 写し 2023.12.5 斗南病院 同上。 

甲１０ メール 写し 2023.12.6 札幌白石産科婦

人科病院 

同上。 

甲１１ 陳述書 原本 2024.2.14 原告  原告 が不妊手術を希

望する理由など。 

甲１２ メール 写し 2024.1.21 杉山産婦人科 原告 が不妊手術を希

望し、医療機関にその希望を

伝えたところ、医療機関から

は手術を拒否されたこと。 

甲１３ メール 写し 2024.1.22 四ツ谷レディー

スクリニック 

同上。 

甲１４ 陳述書 原本 2024.2.10 原告  

 

甲１５ メール 写し 2024.1.18 小川産婦人科 原告 が不妊手術を希

望し、医療機関にその希望を

伝えたところ、医療機関から

は手術を拒否されたこと。 

甲１６ メール 写し 2024.1.16 みつもとレディ

ースクリニック 

同上。 

甲１７ メール 写し 2024.1.16 竹山レディース

クリニック 

同上。 

原告 が不妊手術を希 
望し、 医療機関にその希望を 
伝えたところ、 医療機関から 
は手術を拒否されたこと。

千文

原告　 が不妊手術を
希 望する理由など。

佐藤

佐藤

https://www.call4.jp/file/pdf/202402/6d0e4b5708607914af686094fbd4da7f.pdf
https://www.call4.jp/file/pdf/202402/835159e4f9e6da0f6c8d36469eed856f.pdf
https://www.call4.jp/file/pdf/202402/5737ed5a45947f32fd05cc6474f6a80c.pdf
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甲１８ 現代日本人口

政策史小論⑵ 

写し 1981.10 廣嶋清志 昭和１５年に成立した国民優

生法は、優生手術（のちの不妊

手術）が相当数の実例があり、

また、これが産児制限思想の

蔓延のもとともなっていたこ

とから、同手術を厳重に制限

しようとしたものであるこ

と。 

甲１９ 旧優生保護法

に基づく優生

手術等を受け

た者に対する

一時金の支給

等に関する第

２１条に基づ

く調査報告書 

（抜粋） 

第１編第２章

旧優生保護法

の制定過程 

写し 2023.6 衆参厚生労働委

員会 

昭和２３年に成立した優生保

護法は、国会の法案審議にお

いて、強制優生手術の対象疾

病等に対して批判的な観点か

ら議論をされた形跡はなかっ

たこと、また、衆参両院とも反

対なく成立していること。 

甲２０ 旧優生保護法

の歴史と問題

－強制不妊手

術問題を中心

として― 

写し 2019.1.20 岡村美保子 母体保護法の改正の経過につ

いて。当初の「母性保護法」と

の法律名について超党派女性

議員らが「産む性」が強調され

るとの反発をしたところ「母

体保護法」との名称になった

こと、しかし「母体保護法」と

の名称は依然として女性の多

様な生き方を認めない名称で

あるとの抗議・批判があった

こと、法律の内容についても

母体・胎児は「保護」の対象で

あり主体性が認められていな

いとの批判があったこと。 

甲２１ 優生保護法の

改正問題につ 

写し 1995.8.1 厚生労働省内部

部局(地方厚生 

母体保護法の制定過程におい

て、任意の優生手術（のちの不 

https://www.call4.jp/file/pdf/202402/96b142538c361ac2765e3c48742a9dee.pdf
https://www.call4.jp/file/pdf/202402/98a903213f5d67bdfce3a35ddff1cb15.pdf
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 いて   局を含む。)及び

施 設 等 機 関 等 

(国立保健医療

科学院、国立社

会保障・人口問

題研究所、国立

ハンセン病資料

館、重監房資料

館、国立公文書

館） 

妊手術）についても検討がさ

れたものの、結果的に、優生思

想に基づく規定の見直しのみ

を行い、優生条項のみを削除

する案が具体化されていった

こと。 

 

 

 

甲２２ 優生保護法を

改正するとし

た場合に生じ

る論点 

写し 1995 同上 

甲２３ 優生保護法を

改正するとし

た場合の想定

しうる改正案

及びその論点 

写し 1995 同上 

甲２４ 本人の同意に

よる優生手術

の選択肢の比

較 

写し 1995 同上 優生保護法から母体保護法へ

の改正過程において、不妊手

術の優生条項のみの削除が行

われる過程において、胎児の

生命尊重の観点がある中絶規

制と異なり、不妊手術につい

て「規制理由の説明が難しい」

との指摘がされていたこと。 

甲２５ 旧優生保護法

に基づく優生

手術等を受け

た者に対する

一時金の支給

等に関する第

２１条に基づ

く調査報告書 

（抜粋） 

写し 2023.6 衆参厚生労働委

員会 

母体保護法の制定過程におい

て、任意の不妊手術について

検討がされたものの、結果的

に優生思想に基づく規定の見

直しのみを行い優生条項のみ

を削除する案が具体化されて

いったこと、これらについて

法改正後に与党・自民党社会

部会長は議論が多岐にわたっ

https://www.call4.jp/file/pdf/202402/2669bee311c62f20f75ee79caa98f2cf.pdf
https://www.call4.jp/file/pdf/202402/9a068ae3ebdacd008cc319e06491d100.pdf
https://www.call4.jp/file/pdf/202402/c52f07b291c9cb1f8e7aa82b4baa11b4.pdf
https://www.call4.jp/file/pdf/202402/69a0dbef1e24bfc34ee3650d3e309e61.pdf
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第５章 優生

保護法から母

体保護法へ―

平成 8 年改正

以降－ 

たことから削除必須の共通項

である優生保護法の障害者問

題のみを改正することとした

ことは政治判断であったと述

べていること。 

甲２６ 第 150 回国会

参議院共生社

会に関する調

査会会議録第

一号 

写し 2000.11.1 参議院 平成１２年の母体保護法の一

部改正の際、参議院共生社会

に関する調査官に参考人とし

て出席した金城清子氏が「母

体」保護法の名称を改訂すべ

きこと、また、不妊手術は避妊

の手段として認めるべきであ

り制限規定は削除すべきであ

ることを指摘していること。 

甲２７ 共生社会に関

する調査報告

（最終報告） 

写し 2001.6.20 参議院 平成１３年に政府調査会によ

り取りまとめられた調査報告

において、妊娠・出産等に対す

る助成の自己決定権を確立す

るため、堕胎罪を改めるなど

リプロダクティブ・ヘルス/ラ

イツを視座に入れた法改正、

法整備を行うことが提言され

ていること。 

甲２８ 自己決定と法

（抜粋）33～

47 頁、59～62

頁「生殖の自

由と生命の尊

厳」 

写し 1998.3.27 渋谷秀樹 避妊は「生殖を目的としない

性行為を人間が意識する以

上」、「原始以来の人間の切実

な願望の一つ」であり、古来

様々な方法が試みられてきた

こと及び近年に入っては経済

学的見地から逆に推奨されて

いること。 

避妊の自由はこれに対抗する

憲法上の権利・規範は存在せ

ず、帰省する法令には非常に

強力な正当化理由の論証を要

求すべきであること。 

https://www.call4.jp/file/pdf/202402/66d8e94daf3a54d1c141c4e4a4a40c8e.pdf
https://www.call4.jp/file/pdf/202402/785b7c174ea318cffad957f11694e6b0.pdf
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パターナリズムに基づく自由

の制限は未成年者等認識判断

能力を著しく欠く場合や生命

に対する権利が問題となる場

面以外では原則として違憲と

推定されるべきであること。 

甲２９ 性と生殖の権

利 

写し 2009.9.17 監修松本清一 女性が自己の生殖をコントロ

ールできることは極めて重要

であり、国際社会においては、

リプロダクティブ・ヘルス/ラ

イツの一内容として、予期せ

ぬ妊娠を避けるための安全で

満足のいく方法を自由に選択

し、利用できる権利があるこ

とが合意されていること。 

甲３０ ジャパン・セ

ックスサーベ

イ2020調査結

果報告書 

(抜粋) 

写し 2020 ジェックス株式

会社 

日本における避妊方法の利用

率として、コンドームが高く

半数以上を占め、ピル服用は

２．７％、不妊手術等は０．

５％に過ぎないこと。 

甲３１ 日本人が好む

コンドーム 

避妊法として

適当か 

写し 2020.7.30 朝日新聞 

北村邦夫（医師） 

不妊手術等以外の避妊方法で

は、避妊失敗率の高さ、避妊で

きる有効期間などの制約があ

ること。 

甲３２ 日本ではなぜ

近代的避妊法

が普及しない

のか 

写し 2019.5.31 平山満紀 諸外国では避妊効果がより高

く副作用が少ない避妊法とし

て避妊注射や避妊インプラン

ト、避妊リング、避妊ダイアグ

ラム、殺精子剤系、避妊シール

等の新しい技術が開発され使

用されているが、これらの方

法は日本では承認されておら

ずほとんど利用されていない

こと。 

甲３３ Contraceptive 

Use by Method 

写し 2019 United Nations 

（国連） 

同上。 

https://www.call4.jp/file/pdf/202402/033eb60418da81dae259ce6318d2d7e0.pdf
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2019(抜粋)15

～20頁 

甲３４ MSD マニュア

ル家庭版「不

妊手術」 

写し 打出日 

2024.2.18 

ＭＳＤ株式会社 女性の不妊手術である卵管

(卵子を卵巣から子宮まで送

るための管）を縛る術式は、腹

腔鏡下手術、小開腹手術があ

り、避妊効果は非常に高く、術

後１年間に妊娠する割合は

０．６％であり、女性の不妊手

術後に問題が起こることはほ

とんどなく、死亡は１０万人

に１～２人、出血または腸の

損傷は約０．５％、卵管遮断の

失敗、痛み、その他の合併症は

最大約５％であること。 

甲３５

の１ 

A Defence of 

Voluntary 

Sterilisation 

写し 2020 Paddy McQueen 子どもを持たないと確信する

又は確実に妊娠を回避するこ

とを望む女性にとって生殖能

力を持ち続けることは苦痛で

しかなく、子を産むという選

択肢を閉ざすことによって、

それを期待する社会的圧力か

ら解放され、生きたい人生に

集中することができること、

生殖能力を取り除いて初めて

「あるべき自分の身体」にな

ることができること、不妊手

術を受けることは永久に子ど

もがいない状態になるために

重要な一歩であり個人の自律

性と将来の幸福にとって不可

欠であること。 

甲３５

の２ 

上記和訳 写し  訳者： 

弁護士戸田善恭 

甲３５の１の日本語訳。 

甲３６ 新・コンメン

タ ー ル 憲 法

写し 2019.6.25 木下智史 

只野雅人 

憲法１３条後段は、同上前段

の「個人の尊重」理念を実現す

https://www.call4.jp/file/pdf/202402/1d72c54d2d91b0b27bede72e233c7418.pdf
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(第２版） 

(抜粋)第13条 

る手段であり、「個人の尊重」

理念は戦前の全体主義への反

省を踏まえて定められたもの

であること。 

甲３７ 注釈日本国憲

法⑵国民の権

利及び義務⑴

§10～24 

（抜粋）63～

87 頁、150～

153 頁、495～

502頁 

写し 2017.1.30 編者  長谷部恭

男 

憲法１３条の「個人の尊重」と

は、「個人の尊厳と人格の尊重

を宣言したもの」であり、個人

の人格的生存に関する自己決

定は、幸福追求権の一内容と

して憲法１３条後段により保

障されること。 

自己危害の防止を目的とする

制約は個人の自律の尊重及び

個人の尊重原理の否定につな

がることから原則として許さ

れないこと。 

甲３８ 日本国憲法論

［第２版］（抜

粋）139～149

頁、199～220

頁 

写し 2020.9.20 佐藤幸治 憲法１３条の「個人の尊重」と

は、一人ひとりの人間が人格

的自立の存在としてそれぞれ

のかけがえない生の形成を目

指す、いわば「自己の生の作

者」として己の道を歩むこと

を最大限尊重することにあ

り、自己を主張し、そのような

存在であり続ける上で重要な

権利は憲法１３条後段によっ

て包括的に保障されること。 

憲法１３条後段は人格的生存

に不可欠な重要事項につき公

権力から干渉されずに自ら決

定することできる権利を保障

していること。 

甲３９ 憲法学Ⅱ人権

総論（抜粋）

342～345頁 

写し 2024.1.10 芦部信喜 憲法１３条後段により、人格

的生存に必要な利益は包括的

に保障されること。 
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甲４０ ジュリスト増

刊「憲法の争

点（第 3版）」

(抜粋)74～77

頁「29 自己決

定権」 

写し 1999.6.8 抜粋部分 

蟻川恒正 

憲法１３条に由来する自己決

定は他者支配が排除されるべ

きであり、自己定義の営為の

中でも特にその根幹にかかわ

るものについては、個人は他

者からの支配を受けない権利

を持つこと。 

甲４１ 

 

「判解」最高

裁判例解説民

事篇平成13年

度（下）（抜粋）

714、723～724

頁 

写し 2004.7 中村也寸志 最高裁は、乳房温存療法の説

明義務違反が問題となった事

件において「乳がん手術は、体

幹表明にあって女性を象徴す

る乳房に対する手術であり」

「外観上の変貌による精神

面・心理面への著しい影響を

もたらすものであって、患者

自身の生き方や人生の根幹に

関係する生活の質にかかわる

ものである」として、乳房温存

療法について「患者自らの意

思で当該療法を受けるか否か

を決定するという人格権の一

内容としての自己決定権と直

結」すると判断していること。 

甲４２

の１ 

Sterilized and 

Satisfied: 

Outcomes 

of Childfree 

Sterilization 

Obtainment 

and Denials 

写し 2023 JillianLemkeら 生殖能力を持つ身体への違和

感を持つ者及び子を持たない

生き方を確信をもって選択し

た者にとって、不妊手術によ

る生殖能力の排除は、個人の

自律性と将来の幸福をもたら

す。 

甲４２

の２ 

上記和訳 写し  訳者： 

弁護士戸田善恭 

甲４２の１の日本語訳。 

甲４３

の１ 

Childfree and 

Sterilized: 

The Identity 

Relevance of 

写し 2021.6 Jillian Lemke 生殖能力持つ身体への違和感

を持つ者及び子を持たない生

き方を確信をもって選択した

者にとって、不妊手術の否定
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Childfree 

Sterilizations 

はアイデンティティの崩壊を

もたらすこと。 

甲４３

の２ 

上記和訳 写し  訳者： 

弁護士戸田善恭 

甲４３の１の日本語訳。 

甲４４ 自己決定権の

論点－アメリ

カにおける議

論を手掛かり

として 

写し 2006.5 巻美矢紀 子どもを作るかどうかの決定

は、自己の根底的確信に依拠

するものであり、最大限の尊

重が必要とされることから、

その規制には厳格審査が適用

されるべきであること。 

甲４５ 憲法Ⅰ基本権

第２版（抜粋）

76～81頁、482

～483頁 

写し 2023.3.30 渡辺康行ほか 違憲審査基準としての厳格審

査基準は、真にやむを得ない

利益の保護を目的とし、その

利益を保護するための手段が

必要不可欠であるとみなされ

た規制しか許容しないこと。 

憲法２４条は、明治憲法下の

家制度の否定を核心として理

解されていること。 

甲４６

の１ 

Family 

Planning- A 

global handbook 

for providers 

写し 2002 ＷＨＯ 不妊手術は、副作用のない安

全な避妊法であるとされてお

り、ホルモンバランスの崩れ、

出血・生理不順をもたらすこ

とはなく、体重、食欲、外見に

も変化を及ぼさず、生命健康

を害するおそれはないこと。 

ＷＨＯは、子を産むか産まな

いかは生殖に関する自己決定

の問題であり不妊手術に際し

て夫の許可は不要であると断

言していること。 

甲４６

の２ 

上記和訳 写し  訳者： 

弁護士戸田善恭 

甲４６の１の日本語訳。 

甲４７ 旧優生保護法

に基づく優生

手術等を受け

写し 2023.6 衆参厚生労働委

員会 

国民優生法における不妊手術

の一般的禁止は、人口増加と

いう法目的を達成するための

https://www.call4.jp/file/pdf/202402/1d72c54d2d91b0b27bede72e233c7418.pdf
https://www.call4.jp/file/pdf/202402/e0dad7effae80c34f556cf3e4d19c5c4.pdf
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た者に対する

一時金の支給

等に関する第

２１条に基づ

く調査報告書 

（抜粋） 

第１章 国民

優生法の制定

過程 

消極的方策であり、母体・母性

の生命・健康の保護とは関係

がなかったこと。 

甲４８ 規約人権委員

会の一般意見

28 両性の平

等(第 3条) 

写し 2000.3.29 自由権規約委員

会（訳：日本弁護

士連合会） 

国連自由権規約委員会が「不

妊手術のために一定数の子供

を持つ」「等要件が課されてい

る場合」又は「夫の承認が必

要」「な場合」に男女不平等や

プライバシーについて定める

自由権規約第３条及び第１７

条に反するおそれがあるとの

一般意見を出していること。 

甲４９

の１ 

Contraceptive 

Sterilization

：Global Issues 

and Trends 

( 抜 粋 )87 ～

106頁 

写し 2002 Engender Health 世界１３７か国を対象に行わ

れた調査結果によれば、ほと

んどの先進国で避妊目的の不

妊手術が認められており、 

①法令で一般的に不妊手術を

禁止している国は日本のほか

８か国のみであること 

②法令で一般的に不妊手術を

禁止している８カ国の内、多

産要件と第三者要件を同時に

課している国は２００２年時

点において日本とルワンダの

みであること。 

甲４９

の２ 

上記和訳 写し  訳者： 

弁護士戸田善恭 

甲４９の１の日本語訳。 

甲５０ 憲法〔第３版〕 

（抜粋）461～

467頁 

写し 2017.5 渋谷秀樹 国が一定の家族観を前提とし

て、それを推奨する施策を推

進することは、憲法 24条の個

https://www.call4.jp/file/pdf/202402/a8ed3b111f4a8ad49a8b40fce842e2cc.pdf
https://www.call4.jp/file/pdf/202402/d84e4aed5d284e1dea396f64eca0e7b0.pdf
https://www.call4.jp/file/pdf/202402/6649c26dfacdb297c482fd4b5b91c690.pdf
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人の尊厳と両性の本質的平等

に立脚しない憲法違反の法律

であると評価されることにな

ると指摘されていること。 

甲５１ 憲法[第 7 版］ 

(抜粋 )170～

176頁 

写し 2021.3 辻村みよ子 憲法２４条１項及び２項は、

婚姻の自由を中心とする家族

形成に関する個人の自己決定

権や夫婦同権を定めた条文と

して重要な意味を持つこと。 

甲５２ 2021 年社会保

障・人口問題

基本調査（結

婚と出産に関

す る 全 国 調

査）現代日本

の結婚と出産

－第16回出生

動向基本調査

（独身者調査

ならびに夫婦

調査）報告書

－（抜粋）38

頁、69頁 

写し 2023.8.31 国立社会保障・

人口問題研究所 

未婚の男女のうち「子どもは

いらない」と考える割合が令

和３年調査で 1 割を超えてお

り、特に女性では平成２７年

の６．９％から１３．１％に大

きく上昇していること、同調

査において婚姻している夫婦

についても５．７％が「子ども

を持つつもりはない」と回答

していること。 

 

以上 
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